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1. はじめに　　地震発生後の迅速・正確な被害把握は，被害拡大を軽減するための要件である．筆者らはこれまで，地
震動情報とフラジリティー関数に基づく被害推定を出発点として，部分的な実被害情報によりこれを更新し，被害の全体
像を逐次推定するモデルを提案した 1)．本研究では，逐次確率比検定 (SPRT)による逐次決定過程モデルを加えて，大
被害地域を早期に特定して緊急対応を実施することを支援するモデルを提案する．なお，線的・面的施設を対象とした
モデルについては文献 2)で既報であり，ここでは，建物のような可付番的な施設を対象としたモデルに拡張した．
2. 被害の逐次推定手法と逐次決定過程の定式化
2.1 被害情報の逐次処理の概念
　図 1は，地震動情報と実被害情報の統合処理による被害推定の逐次
更新と，これに基づく意思決定過程の概念図である．強震観測網によ
り地震動強度情報が得られると，フラジリティー関数を介して被害推
定が行われる．本研究ではこれをベイズ確率の方法における事前情報
（「地震発生前」との混同を避けるため，調査開始前の「事前情報」を
「即時情報」と表現する）として扱う．時々刻々と入手される被害の確
認情報を用いて事前分布を事後分布に更新し，被害の全体像を逐次先
行予測するとともに，逐次確率比検定を適用して緊急対応の意思決定
に役立てることを狙いとしている．
2.2 被害箇所数の逐次推定手法の定式化
　図 2のように，被害区分を K 段階 (例えば K=3で，k=1:全壊×，
k=2:半壊△，k=3:無被害○) として，全要素数MT の構造物群にお
いて被害が全要素にわたって一様・独立・ランダムに発生すると仮定
し，被害区分 k(= 1, · · · ,K)の被害発生数 nk が被害確率 pk の多項分
布に従うものとする．このとき，全体のうち一部の要素M0 を調査し
たところ，被害箇所数の内訳が n0k 個であったとして，被害箇所数を
逐次推定する問題を考える．

図 1　逐次推定法と逐次決定過程の概念

図 2　確認被害に基づく被害の逐次先行予測

　調査開始前の被害確率の事前分布として，多項分布の共役分布であるディリクレ分布を用いると，要素M0あたり n0k
の被害情報が得られた後の被害確率 pk の事後分布は，ディリクレ分布で得られる．この確率密度関数において，変数 pk
の平均値 µ0pk および標準偏差 σ0pk は次式で与えられる．
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2.3 逐次確率比検定による逐次決定過程の定式化
　「被害確率 pk が ps 以下 (帰無仮説H0)なら緊急対応を行わず，pf 以上 (対立仮説 H1)なら緊急対応を行う」という
行動のルールを設定し，要素被害の逐次検査に基づく逐次確率比検定 (SPRT)を導入する．M0の要素を調査した段階で
の被害発生数を n0 として，確率 pの事後分布より，次式の尤度比
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する．ただし，αは仮説H0が正しいのに棄却する誤りを犯す確率，βは仮説H1が正しくないのに棄却しない誤りを犯
す確率である．式を整理すると，M0 に対する n0 の条件式が得られ，調査状況に応じた意思決定がモデル化される．
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3. ケーススタディー
3.1　前提条件と使用データ　　兵庫県南部地震における
芦屋市を対象としたケーススタディーを示す．被害区分は
K=3(k=1:全壊，k=2:半壊，k=3:無被害)とした．即時情
報である地震動情報としては，関西地震観測研究協議会に
より神戸市東灘区の本山第一小学校で観測された計測震度
6.1 を，芦屋市全域の代表震度として採用した．フラジリ
ティー関数は文献 3)のデータを用いた．被害確率の事前分
布における不確定性を考慮するため，半壊確率 µp2 の変動
係数 δp2＝ 60%としてディリクレ分布で推定した．実被害
情報については，建設省建築研究所による建物被害データ
4) より，低層独立住宅に関するデータを用いた．被害情報
の入手パターンは町単位の被害データを標本空間としてモ
ンテカルロ法によるランダム・サンプリングにより作成し
た．緊急対応の判断基準となる全壊確率は ps=0.1 および
pf=0.2とし，許容誤り確率は，α=β=0.05を採用した．
3.2　被害推定の逐次更新の例　　楠町 (芦屋市東部の国道
2号線沿い)に関する結果を示す．楠町での推定震度は 6.4

で，低層独立住宅の全棟数MT=196のうち全壊 n01=45棟
(全壊率 23.0%)という大被害を受けた．図 3は全壊被害の
確認・逐次推定過程で，横軸は調査済み棟数M0，縦軸は全
壊棟数を表す．ステップ状の点線は被害情報の入手パター
ンである．不規則な変動を示す 1本の実線は，式 (2)の平均
値 µ0NT1

，これを挟む 2本の破線は µ0NT1
± σ0NT1

，平行する
2本の実線は条件式 (4)の上下限値を表す．全壊棟数の即時
推定は過小評価となっているが，早い段階でその傾向は是
正され，M0=37で「緊急対応あり」と決定されている．図
4は三角座標系で表示した被害確率の更新過程である．事
前分布 (M0=0)は全壊率 3%付近のピークに集中している
が，意思決定時点 (M0=37)では全壊率が 20%を超えるこ
とがほぼ確実となっている．全数調査終了時 (M0=196)に
は，実態に近いところに分布が集中している．
3.3　芦屋市の 49町に対する結果　　芦屋市の 49町に適
用した意思決定結果についてのまとめを示す．表 1に示す
ように意思決定結果の内訳は，「緊急対応あり」28町，「決定
保留」2町，「緊急対応なし」19町であった．概ね全壊率に
適合した良好な結果が得られた．意思決定結果の町単位の
分布を図 5(a)に示すように，全壊率の大小に応じた適切な
判断がなされ，被害甚大地域には緊急対応が行われる結果
となっている．図 5(b)に意思決定時の調査棟数と全壊率の
関係を示す．全壊率が 10%を大きく下回るか 20%を大きく
上回る場合には，意思決定が迅速な傾向にある．反面，全
壊率が判定基準の境界値付近の値 (10～20%)である場合に
は，多くの調査を要する．

図 3　全壊被害の確認・逐次推定過程 (楠町)

(i)M0=0 (ii)M0=37 (iii)M0=196

図 4　被害確率 (ディリクレ分布)の更新過程 (楠町)

表 1　芦屋市 49町における全壊率と意思決定結果
全壊率 緊急対応 決定 緊急対応 計
区分 あり 保留 なし

0 ≤ p1 ≤ 0.1 0 0 11 11

0.1 < p1 < 0.2 2 1 7 10

0.2 ≤ p1 26 1 1 28

計 28 2 19 49

(a) 町単位の分布
(b) 全壊率と調査棟数

図 5　芦屋市 49町における意思決定結果

4. おわりに　　本研究では，地震動情報に基づく被害推定と実被害情報を統合処理することによって，推定結果を逐
次更新し，被害の早期把握と迅速・正確な緊急対応を支援する数理モデルを提案した．上記以外の数値計算例として，町
単位での詳細な震度を利用できる場合についても検討を行ったところ，意思決定までの調査棟数がより少なく，迅速か
つ正確な判断が可能となることが明らかとなっている．地震直後の初期被害推定と実被害の間には，ある程度の食い違
いが生じることは避けられない．様々な被害情報の統合処理による推定更新が，重要な役割を果たすことが期待される．
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